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⑤働きやすい職場環境の整備促進

雇用の安定や優れた人材の確保には働きやすい職場環境づくりが重

要であり、年間労時間短縮や育児・介護への支援制度の充実等、ワー

クライフバランス（仕事と生活の調和）に配慮した柔軟な働き方ので

きる職場環境の整備に努める。

⑥パート、アルバイト、契約社員等の正規社員化と均衡処遇に向けた取

り組み促進

労働者がそれぞれの個性を生かし、その持てる能力を十分に発揮す

るとともに、公正な処遇を確保し安心して働くことのできるよう、正

規雇用への移行や正規・非正規の均衡処遇に努める。

⑦若年者等の雇用促進

雇用支援制度等の活用により、若年者や女性、高齢者、障害者等の

雇用の促進に努める。

(2) 学校・教育機関

①就業意識を高めるための取り組み強化

学校教育から職業生活への円滑な移行を図るため、家庭や地域社会

と連携し、集団生活に必要な規範意識やマナー、人間関係を築く力、

コミュニケーション能力など社会への適応にかかる幅広い能力の形成

を重視したキャリア教育を発達段階に応じて実施する。

②職業相談体制の充実

県内外の雇用状況の把握、企業情報の収集に取り組むとともに、そ

の情報を提供しやすい体制づくりに努める。

③企業との連携強化

求人企業の開拓に努めるとともに、企業と連携した県内外インター

ンシップ、企業人講話等を積極的に実施するとともに、産業界のニー

ズを反映したカリキュラムの見直し、学科再編等に取り組む。

(3) 家庭・地域社会

①家庭における就業意識の醸成

子供達が将来に夢と希望を持ち、時代の変化に力強くかつ柔軟に対

応できる自立した社会人・職業人になれるよう、まず保護者が雇用状
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況や企業の求人情報等の把握に努め、学校とも連携を図りつつ、家庭

におけるサポートを充実していく。

②社会性やコミュニケーション能力の向上に向けた地域での取り組み拡

充

地域の行事やボランティア活動等地域コミュニティへの積極的な参

加をとおして、子供の頃から社会性やコミュニケーション能力を身に

付けさせ、若者が社会に出るための自信と力をつけさせる。

(4) 県民（個々人）

①就業に対する意欲の向上

県民一人ひとりが自立心と「はたらく」ことに対する高い意欲を持

ち、就業中の者は前向きに仕事に取り組み、求職中の者は積極的に就

業活動を行い早期就職を目指す。

②県外及び海外就職への積極的なチャレンジ

就職に関しては、県内だけでなく広く県外や海外も視野に入れ、多

種多様な仕事のある県外等の就職にも積極的にチャレンジする。

③起業への積極的なチャレンジ（ベンチャースピリットの醸成）

企業へ就職することにこだわることなく、自らが仕事を創り出して

いく気持ちで、行政等が提供する様々な制度等を活用しながら起業へ

も果敢に挑戦する。

(5) マスメディア

①産業・雇用拡大に関する情報の積極的な報道

それぞれの自主的な判断に基づき、本県の産業・雇用に関する現状

や課題、県民運動推進に向けた各主体の模範的な取り組みなどを様々

な角度から掘り下げて報じ、県民運動に関する県民の関心の喚起と理

解に努める。

(6) 行政機関

①「沖縄振興計画後期展望」を踏まえた戦略的な産業振興策の展開

施策の展開にあたっては、県庁内における部局横断的な推進体制を

構築するとともに、産学官が連携を図りつつ各産業分野の戦略的な振

興による雇用機会の創出・拡大に向けた取り組みを行う。
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②企業の立地促進

情報通信産業振興地域、金融業務特別地区及び特別自由貿易地域等

への中核的企業の誘致を図り、新たな雇用創出を加速するため、国や

市町村との連携により、沖縄振興特別措置法に基づく優遇税制の活用

を促進するとともに、投資環境の整備に努め、トップセールスを行う

等積極的な企業誘致に取り組む。

③ミスマッチ解消策の推進

技能、職種、年齢、雇用条件等のミスマッチの解消を図るため、産

学官が連携した多様な職業訓練の実施など、企業ニーズに応じた人材

の育成に取り組むとともに、ミスマッチの要因となる雇用環境の改善

に努める。

④雇用情勢の厳しい若年者への就業支援

若年者の雇用状況の改善を図るため、職業観の形成から就職までき

、 、め細かな対策を実施するとともに 教育機関や企業との連携を促進し

ミスマッチの解消や早期離職の防止などの対策に取り組む。

さらに、働くことに対する不安や迷いを抱える若者に対する職業的

自立に向けた支援に取り組む。

⑤企業・学校・家庭・地域社会での取り組み支援

企業、各機関が行う産業振興、雇用の拡大等に関する取り組みに対

する支援を行う。特に、地域の主体的・独創的な雇用創出の取り組み

を支援する。

また、学校や家庭と連携し、発達段階に応じたキャリア教育を推進

する。

⑥女性、高齢者、障害者等への支援

雇用支援制度等の周知・活用を促進し、女性の再就職や高齢者、障

害者に対する雇用支援を強化する。

⑦働く意欲のあるすべての人々が働くチャンスを得られる社会の実現

、 、 、年齢や性別 ライフステージ等に関わりなく 働く意欲のある者が

働くチャンスを得ることができ、かつ、公正な処遇が確保され、誰も

が安心して働くことができる環境の整備に努める。
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(7) 各種団体

①県民運動の推進

県民運動推進計画について、各団体の会員等に対する広報・啓発に

努め、県民運動の展開に関する連携・協力体制を整備する。

(8) 各主体共通

①積極的な県産品の愛用

みんなが県産品を愛用することで、県内の産業が振興し雇用が拡大

する。ひいては、県民の暮らしも豊かになり住みよい環境を築くこと

ができる。このため、業界、消費者及び行政等県民が一体となって、

積極的に県産品を愛用する。

２．産学官連携によるモデル事業の検討・実施

①インターンシップ等拡大強化事業（仮称）

これまで各団体等で取り組まれているインターンシップ事業等の現

状や課題を抽出・分析し、インターンシップ等の受け入れ企業や派遣

校に関するデータベースの構築、産業別のインターンシップ対応マニ

ュアルの作成等で、企業や各学校の円滑な事業実施及び受け入れ企業

、 。 、の拡大を図り 学校から職業生活への円滑な移行を拡充する 併せて

全県規模の拡大を図るため関係機関連携による協議会等を設置する。

・ インターンシップ等キャリア教育に関する調査・分析の実施

・ インターンシップ対応マニュアル等の作成

・ デュアルシステム事業の拡充検討

・ 職業人講話等の事業実施

・ 就職相談会等の実施

・ コーディネーター等の配置

・ 産学官連携事業に関する事業の周知・広報等

３．沖縄県産業・雇用拡大県民運動推進本部の取り組み

(1) 沖縄県産業・雇用拡大県民運動推進本部会議等の開催

、 、本部会議と幹事会を定期的に開催し 推進計画の見直しや進捗管理

成果の検証等を行う。

(2) キックオフ・イベントの実施

運動の取り組みを広く周知し、県民意識の醸成を図るため、キックオ

フイベント（開催記念行事）を開催する。



- 10 -

①開催時期：平成19年５月24日（木）15:00～17:00（入場開始14:00）

②場 所：武道館（ｱﾘｰﾅ棟）

(3) 広報宣伝

①県民宣言

運動を県民の総意として取り組むため 「県民宣言」を採択し、広、

く広報する。

②シンボルマーク及びテーマソングの作成

運動を統一的にＰＲするためシンボルマーク及びテーマソングを作

成し、その普及を通じて、運動の認知度を高める。

シンボルマークについては、名刺や印刷物など幅広い分野での使用

を促進し、運動の普及を図る。

③ポスター、チラシ等の作成

運動の取り組みを広く周知し、県民意識の醸成を図るため、ポスタ

ー、チラシ等を作成し幅広く配布する。

④パネルの作成

運動の概要や本県の産業・雇用に関する現状や課題、ユニークな企

業家、元気な企業などのパネルを作成し、各種イベント等においての

活用を促進する。

⑤ホームページの設置・運用

運動のホームページを立ち上げ、みんなでグッジョブ運動推進計画

や県民宣言に加え、各主体の模範的な取り組みやユニークな企業家、

元気な企業などを県民に対し積極的に発信し、県民運動に関する県民

の関心を喚起するとともに、各主体の取り組みを促す。

また、計画目標値及び実績（成果）を県民に公表するとともに、意

見等を集約し、今後の取り組みの充実・強化に繋げる。

(4) 県民運動地域推進リーダーの活用

本島北部・中部・南部、宮古、八重山に設置する地域推進リーダー

を活用し、運動を各地域に浸透させる。

地域推進リーダーは、県民運動の展開に関する地域への周知、地域

の取り組みに関する情報収集、各地域への情報発信、本部との情報交

換などに取り組む。
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(5) みんなでグッジョブ運動推進月間の制定

産業・雇用に繋がる県民運動の展開に関する県民の関心の喚起と理

解を一層深めることを目的として運動推進月間を定め、就職面接会や

イベントの開催と連携する （ ）。 ※時期やイベント等の開催については今後検討

(6) 県民運動表彰制度の創設

県民の模範となる産業・雇用の拡大に取り組んだ企業、団体等を推

薦により表彰する。

県民運動の全体スケジュール イメージ（図－４）

キックオフイベント
　　　その他のイベント
主体別行動計画の策定
県民運動推進月間
広報宣伝等による意識喚起
　　地域推進リーダーの活用
　　圏域別意見交換会の開催
産学官連携モデル事業の検討・実施

既存事業の実施
新規事業の実施
各支援制度活用による雇用拡大
県民運動表彰

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

事業名 事業概要 事業主体 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

・・・・促進事業 県

・・・・人材育成事業 ◎○センター

・・・・活用事業 ◎○○財団

　　　　　　・ 　　　　　・ 　　　　　・ 　　　　　・ 　　　　　・ 　　　　　・ 　　　　　　・
　　　　　　・ 　　　　　・ 　　　　　・ 　　　　　・ 　　　　　・ 　　　　　・ 　　　　　　・

・・・・支援事業 □□○市

キックオフイベント
　　　その他のイベント
主体別行動計画の策定
県民運動推進月間
広報宣伝等による意識喚起
　　地域推進リーダーの活用
　　圏域別意見交換会の開催
産学官連携モデル事業の検討・実施

既存事業の実施
新規事業の実施
各支援制度活用による雇用拡大
県民運動表彰

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

事業名 事業概要 事業主体 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

・・・・促進事業 県

・・・・人材育成事業 ◎○センター

・・・・活用事業 ◎○○財団

　　　　　　・ 　　　　　・ 　　　　　・ 　　　　　・ 　　　　　・ 　　　　　・ 　　　　　　・
　　　　　　・ 　　　　　・ 　　　　　・ 　　　　　・ 　　　　　・ 　　　　　・ 　　　　　　・

・・・・支援事業 □□○市
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沖縄県産業・雇用拡大県民運動推進本部設置要綱

（設置目的）
本県の完全失業率を大幅に改善するためには、産業振興による雇用機会の第１条

創出・拡充に取り組むとともに、県民の関心を喚起し、具体的な行動を促す「沖
縄県産業・雇用拡大県民運動（みんなでグッジョブ運動 」を円滑かつ効果的に）
展開することを目的に、沖縄県産業・雇用拡大県民運動推進本部（以下「推進本
部」という ）を設置する。。

（所掌事務）
推進本部は、沖縄県産業・雇用拡大県民運動に係る次の各号に掲げる事項第２条

を行う。
(1) 県民運動推進計画に関すること。
(2) 県民宣言に関すること。
(3) 県民に対する広報・啓発等に関すること。

（組織）
推進本部は、本部長及び委員で組織する。第３条

２ 本部長は沖縄県知事をもって充てる。
３ 委員は、別紙のとおりとする。
４ 各地域（本島北部・中部・南部、宮古、八重山）に運動を浸透させる地域推進
リーダーを設置する。

（本部長）
本部長は、推進本部の事務を総括する。第４条

（会議）
推進本部会議は、本部長が必要に応じて招集し、本部長が議長となる。第５条

（幹事会）
推進本部を補佐するため、必要に応じて幹事会を置く。第６条

２ 幹事会の長は、委員の互選による。

（任期）
推進本部委員、地域推進リーダー及び幹事会委員の任期は２年間とする。第７条

ただし、再任は妨げない。

（庶務）
推進本部の庶務は、沖縄県観光商工部において行う。第８条

（雑則）
この要綱に定めるもののほか、推進本部の運営に関し必要は事項は、本部第９条

長が定める。

附 則
この要綱は、平成１９年５月２４日から施行する。



番号 団　　　体　　　名 役職名 備　　　　　考

Ⅰ．業界団体

1 沖縄県中小企業団体中央会 会長

2 沖縄県商工会議所連合会 会長

3 沖縄県商工会連合会 会長

4 社団法人沖縄県経営者協会 会長

5 社団法人沖縄県工業連合会 会長

6 沖縄経済同友会 代表幹事

7 社団法人沖縄県建設産業団体連合会 会長

8 沖縄県農業協同組合中央会 会長

9 沖縄県漁業協同組合連合会 代表理事会長

10 沖縄県情報通信関連産業団体連合会 会長

11 財団法人沖縄観光コンベンションビューロー 会長

12 財団法人沖縄県産業振興公社 専務理事

13 沖縄県中小企業家同友会 代表理事

14 社団法人沖縄県生産性本部 専務理事

15 沖縄県ホテル旅館生活衛生同業組合 理事長

16 沖縄観光の未来を考える会 会長

17 社団法人日本ホテル協会沖縄支部 支部長

18 社団法人沖縄県銀行協会 会長

19 社団法人沖縄県ハイヤー・タクシー協会 会長

20 社団法人沖縄県バス協会 会長

21 社団法人沖縄県医師会 会長

22 社団法人沖縄県看護協会 会長

23 社団法人沖縄県薬剤師会 会長

24 社会福祉法人沖縄県社会福祉協議会 会長

25 社団法人沖縄県生活衛生同業組合連合会 会長

Ⅱ．大学・専修学校、雇用能力開発

1 国立大学法人琉球大学 学長

2 学校法人沖縄国際大学 学長

3 学校法人嘉数学園沖縄大学 学長

4 学校法人名護総合学園名桜大学 学長

5 学校法人沖縄キリスト教学院大学 学長

6 沖縄県立芸術大学 学長

7 沖縄県立看護大学 学長

8 沖縄県私大就職指導協議会 会長

9 社団法人沖縄県専修学校・各種学校協会 会長

10 独立行政法人雇用・能力開発機構沖縄センター 統括所長

11 財団法人雇用開発推進機構 常務理事

Ⅲ．労働団体

1 日本労働組合総連合会沖縄県連合会 会長代行

2 沖縄県労働組合総連合 議長

沖縄県産業・雇用拡大県民運動推進本部委員名簿

－　13　－



番号 団　　　体　　　名 役職名 備　　　　　考

Ⅳ．マスメディア

1 株式会社沖縄タイムス社 代表取締役社長

2 株式会社琉球新報社 代表取締役社長

3 沖縄テレビ放送株式会社 代表取締役社長

4 琉球放送株式会社 代表取締役社長

5 琉球朝日放送株式会社 代表取締役社長

6 株式会社エフエム沖縄 代表取締役社長

7 株式会社ラジオ沖縄 代表取締役社長

8 日本放送協会沖縄放送局 局長

Ⅴ．行政、議会

1 沖縄県 知事　

2 内閣府沖縄総合事務局 局長

3 沖縄労働局 局長

4 沖縄県市長会 会長

5 沖縄県町村会 会長

6 沖縄県議会 議長

7 沖縄県市議会議長会 会長

8 沖縄県町村議会議長会 会長

Ⅵ．その他

1 日本銀行那覇支店 支店長

2 沖縄振興開発金融公庫 理事長

3 社団法人沖縄県婦人連合会 会長

4 社団法人沖縄県ＰＴＡ連合会 会長

5 沖縄県高等学校ＰＴＡ連合会 会長

6 社団法人日本青年会議所沖縄地区協議会 会長

※　推進本部委員は、固定されたものではなく、必要に応じて見直すものとする。

－　14　－


